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所長挨拶

比較法研究所にようこそ

第 20 代所長 中村 民雄（所長期間：2016 年 9 月～ ）

早稲田大学比較法研究所は 1958 年に設立されました。当初の目的は、日本及び諸外国

の法制度の比較研究を行い、日本の法学研究及び法学教育に貢献することでした。爾来、

日本・諸外国の法制度資料の体系的な収集整備に努め、法令、判例及び法律関係雑誌の

蓄積は、日本国内屈指の規模を誇っています。しかし、日本の経済社会の発展と日本固

有の法制度の展開に伴い、今日では、欧米各国やアジア諸国への日本の法制度の発信や

日本から世界に対して普遍的意味を持つ現代の法律学の重要課題の問いかけも目的とす

るようになりました。

比較法研究所には現在 117 名の兼任研究所員がおり、いずれも早稲田大学の専任教員です。また招聘研究員として

学外の研究者を招いており、その数は 140 名に及びます。さらに、中国社会科学院法学研究所、精華大学法学院、メ

ルボルン大学比較法国際法研究所、デューク大学ロースクール、マックス・プランク外国・国際刑法研究所、韓国法

制研究院、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン（UCL）と箇所間協定を締結し、交換研究員を受け入れています。そ

の他にも、早稲田大学国際部国際課などを通じて、訪問学者、外国人研究員等を受け入れています。

比較法研究所の活動には、個別、共同、全体の三種類があります。

１）個別の活動としては、月に 2 回程度の頻度で、各法分野の最先端で活躍する全世界の法学研究者を招いての公開

講演会などを開催しています。また学界の第一線で活動する個々の研究員が、日本の最新立法・重要判例の紹介

や学界の最新動向などを海外へ発信するために、年刊の英文雑誌「Waseda Bulletin of Comparative Law」やオ

ンラインに随時公刊する Topics of Japanese Law（日本法トピックス）を執筆しています。

２）共同の活動としては、現在 20 件の共同研究プロジェクトが行われ、兼任研究所員及び招聘研究員による活発な比

較法研究が行われています。

３）全体の活動としては、全所的研究プロジェクト「持続可能社会への転換期における法と法律学の役割～アジア・

リージョナル法を展望して」を 2014 年から継続しています。この研究は、近代以降の国家と人々が絶え間ない経

済成長を不可欠の前提として社会生活を営んできた結果、自然資源の枯渇や地球環境の破壊を早め、生産と労働

の過剰が生じたことを反省し、将来世代も視野に入れた持続可能社会への転換を図り、経済・社会・環境の三つ

の要素のバランスを取りつつ調整するための法と法律学の役割を考察するものです。経済活動が国家を超えて広

がる経済活動のもたらす諸問題への有効な対処は各国単位、マクロ地域単位、そしてグローバル単位のそれぞれ

の法を構想し、相互に補完させる体系的思想を要請しています。もっとも研究が欠けているのが各国とグローバ

ルの中間にたつマクロ地域単位の法の構想であり、ヨーロッパの EU の経験も参考にしつつ、アジア・マクロ地域

単位の法を構想しようとするのがこの研究です。

こうした比較法研究所の様々の研究成果は、紙媒体においては、『比較法学』『比較法研究所叢書』『Waseda Bulletin

of Comparative Law』として定期的に刊行されています。オンラインにおいては、Topics of Japanese Law のほか、

2016 年より、新たに「比研オンライン・ジャーナル」「比研オンライン・フォーラム」も随時刊行することになりま

した。

比較法研究所は、各種の研究活動を通じて、世界各国の法学研

究者と日本の法学及び法学研究者を結びつけるフォーラムとなる

ことをめざし、世界に向けて研究交流に大きく扉を開いています。

世界中の研究者の方々からの積極的なアプローチを歓迎いたしま

す。
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全所的研究プロジェクト

Law and Sustainability 学の推進（中期の全所的研究教育活動）

前年度までの全所的研究プロジェクト「持続可能社会への転換期における法と法律学の役割-アジア・リージョナル

法を展望して」をさらに発展させるために、2017 年度より 2020 年度までの 4カ年を見通した全所的研究プロジェクト

「Law and Sustainability 学の推進」を開始しました。

これは人類と地球の存続そのものが脅かされる（sustainable

ではないと認識される）にいたった現在、そのような結末になる

ことを促進または少なくとも黙認してきた近代法について、それ

を批判的に検証することを共通の課題とし、その共通課題を念頭

においた共同研究グループを、個別具体的な問題事象ごとに設け

てすすめる研究プロジェクトです。

個々の共同研究グループを３部門に大別して実証的知見を収

集整理し、それを理論部門へ注入します。ひるがえって理論部門

は、各共同研究グループへ理論的な分析視座を還流させます。こ

のようにしてプロジェクト全体として、地球や人類の持続可能性

を脅かす具体的な事象における近代法の功罪と改革案を批判的

に実証的に研究し、かつ理論化して学問体系化することをめざし

ます。この全所的研究プロジェクトは、現代の喫緊の課題に正面

から取り組みつつ、近代法の批判的検証に及ぶ、新領域の学問創

成と呼ぶに値する野心的なプロジェクトです。

①国内の歪み部門：国内社会の sustainability を脅かす問題事象に主として着目し、その問題を改善するために近

代法を批判しつつ改革策を考えるグループ群（越境的に広がる問題事象にも研究は及び得る）

②越境的歪み部門：国境をこえて広がる sustainability を脅かす問題事象に主として着目し、その問題を改善する

ために近代法を批判しつつ改革策を考えるグループ群（国内の関連問題事象にも研究は及び得る）

③Law and Sustainability 法理論部門：上記①②に加え、法哲学や法思想や法制史の観点から、各グループの成果

を分析し、各グループの分析・考察の方向を調え、グルーブ間の関係を付けて全体の統率を図るグループ

2017年から2018年度にはクラスタ研究会を定期的に開催し、①、②、③の各研究の中間成果を2018年9月29日（土）、

30 日（日）に小野記念講堂において開催した比研創立 60 周年記念シンポジウムで報告しました。

研究は、2018 年 10 月から第２ラウンドとして継続し、その成果は 2019 年 10 月 30 日に開催した総括シンポジウム

で報告され、2020 年度中に出版物（比較研究所叢書）として刊行予定です。今後は、順次、学部、大学院（LL.M を含

む）の教育に還元することとします。なお、この全所的研究活動には、大学院博士後期課程等の学生にも参加を呼び

かけ、共同研究の実践を通した研究と教育にも取り組んでいます。
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「Law and Sustainability 学の推進」研究クラスタ開催記録（2018～2019 年度）

開催日 発表クラスタ名 発表者

第１ラウンド

2018 年 4 月 13 日 ケア社会クラスタ 「地域」における「支援」の重要性

菊池馨実研究所員

地域包括ケアと意思決定支援の在り方

橋本有生研究所員

社会的ネットワークとケア社会論―社会保障

分野における地域自治を例として―

岡田正則 研究所員

2018 年 5 月 11 日 企業・企業行動クラスタ 持続可能な経済社会を支える企業法制のあり

方－人間の学としての会社法学の可能性－

上村達男 研究所員

2018 年 6 月 8日 土地利用クラスタ 「地方創生」政策と地域社会の持続可能性

田村達久 研究所員

2018 年 6 月 15 日 ケア社会クラスタ 高齢者支援に資する預金口座管理モデル認可

する考察－意思決定支援をサポートする「石

推定」の枠組み構築への試論

英国の動向と日本への示唆を中心に

中塚富士雄 ㈱金融工学研究所シニアフェロー

高齢者の金融取引に関する紛争（金融ＡＤＲ

を中心として）

佐藤りか 太田・佐藤法律事務所弁護士

2018 年 7 月 13 日 全体討議 各クラスタの議論の整理

６０周年記念シンポジウムでの報告について

第２ラウンド

2018年 11月 9日 全体会議 今後の進め方について

2019年 1月11日 ケア社会クラスタ ケア社会の存在倫理学－責任とホスピタリティ－

守中高明 法学学術院教授

2019 年 2月 8日 企業・企業行動クラスタ 持続可能な経済社会と企業法制

上村達男 研究所員

2019年 3月27日 ケア社会クラスタ 弱者支援に関する法的アプローチと民法規範

の定立

小賀野晶一 中央大学教授

2019年 4月12日 土地利用クラスタ アメリカの都市再開発論と持続可能性

青木則幸 研究所員

2019年 5月10日 企業・企業行動クラスタ ESG 投資について

黒沼悦郎 研究所員

2019 年 6月 7日 環境クラスタ 気候訴訟－その可能性と困難性

大塚直 研究所員

2019 年 7月 5日 総括シンポジウムに向けて



比較法研究所創立 60 周年企画「Law and Sustainability 学の推進」総括シンポジウム開催報告

●概要
2019 年 10 月 30 日に早稲田大学小野記念講堂で、比較法研究所創立 60 周年企画「Law and Sustainability 学

の推進」総括シンポジウムが開催されました。シンポジウムでは、法とサスティナビリティについて踏み込んだ

議論が展開されました。

●開会挨拶（中村民雄 早稲田大学比較法研究所所長）
中村民雄 比較法研究所所長が、黒沼悦郎 比較法研究所 幹事の司会の下

で開会の挨拶を述べ、シンポジウムの趣旨を説明しました。

開会挨拶のなかで、中村所長は、近年における台風や洪水、猛暑などの異常

気象や漁業資源乱獲の問題に触れながら、地

球生態系と、その一部である人間社会の持続

可能性が脅かされていると指摘しました。

そのうえで、地球生態系の持続可能性を奪

う原因を突き止め、必要であれば法的な発想

を転換する覚悟で現行法を議論すべきでは

ないかと同氏は問いかけ、早稲田大学比較法

研究所が持続可能性社会のための法がどう
4

▲ 中村民雄 比較法研究所所長

▲ ゲルト・ヴィンター氏

▲大塚直 研究所員

あるべきかを考えるLaw and Sustainability

学に取り組んできたと述べました。

そして、具体的場面で発想の転換や法の改革をもたらすような切れ味のある

研究成果にいたるための一歩として、本シンポジウムを開催する旨、挨拶し

ました。

●講演「人新世における法（Law in the Anthropocene）」

ゲルト・ヴィンター（ブレーメン大学教授）
開会挨拶に続いて、ゲルト・ヴィンター ブレーメン大学教授が、

「人新世における法（Law in the Anthropocene）」と題する講演を

行いました。

ヴィンター氏は、「人新世（Anthropocene）」が人を意味する語

（anthropos）とギリシア語（kainos）に淵源をもち「新しい」を意

味する語（cene）の組み合わせであると説き、「自然への人間の干渉

は、人間の利益になるのか害悪になるのか」との問題意識の下で、

人為活動により生物多様性の喪失が加速している点などを紹介しま

した。

講演では、とりわけ経済構造と法との関係が重点的に論じられ、

新たな人間学（a new anthropology of homo oecologicus）や「オ

ートメーション賦課（Automation charge）」といった新たな経済構造の可能性に考察が加えられました。

ヴィンター氏は、これらの点を説明したうえで、最後に、社会変革の要請を満たすには、消費者と事業者に対

する新たな概念を一方とし、他方でオートメーションのような社会に価値創造

をもたらす資産（value-creating assets）に着目した議論が必要である旨を

指摘し講演を締めくくりました。

＜質疑応答＞

ヴィンター氏に対する質疑応答では、1）人間の主体としての在り方を「エ

コロジー的人間」に求める考え方と 2）新たな経済構造（オートメーションを

価値創造の源泉として課税を行う経済構造）への転換を求める発想との関係性

が議論され、経済構造が人間の消費行動に大きな影響を与えているとの見方に

批判が加えられました。

●環境クラスタの研究成果報告
環境クラスタでは、まず、大塚直（法学学術院 教授）が、「サステイナビリティと

気候変動問題」について、近時における日本の対応を中心に報告を行いました。

大塚氏に続いて、進藤眞人（比較法研究所客員次席研究員）が、「将来世代との衡平

を確保するための制度的枠組（Future Generation Institutions: FGI）」を考察しまし

た。

「サステイナビリティと気候変動問題」

大塚直（法学学術院 教授）
大塚氏は、サスティナビリティの観点から、二酸化炭素排出規制を含め気候変動をめ

ぐる日本の法・政策を概観した後に、日本国内の具体例をもとに気候訴訟を分析しまし

た。

▲ 黒沼悦郎 比較法研究所幹事

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/331308295dcaae63bcbf56f0f832e686.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/ce578582f63f02fc4ff02bcc1ad4f8d3.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/8a33144741135ad248a2ddf50fbb749e.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/c2c93bd7d859014ce98533c841695160.jpg


「将来世代との衡平を確保するための制度的枠組の意義」

進藤眞人（比較法研究所客員次席研究員）
進藤氏は、ハンガリーの「将来世代オンブズマン」を含む各国の FGI の設置状況を

整理し、FGI が将来世代の利益を立法・政策立案段階で反映するものであり、裁判所

の規範形成に資する点で独自の存在意義をもつ

と指摘しました。

＜質疑応答＞

環境クラスタの研究報告に対する質疑では、

1）日本に「将来世代の利益」を代弁する制度が

ないことの是非や 2）気候訴訟に関して、日本
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で今後、法改正が必要になるか否かについて議

論がなされました。

●土地利用クラスタ（農地）の研究成果報告

楜澤能生（早稲田大学）

土地利用クラスタでは、楜澤能生（法学学術院 教授）が、農地所有権を手

掛かりとしながら、持続可能社会法学について報告しました。

楜澤氏の報告では、ヴィンター氏が提起した地質学上の時代区分（人新世）

を踏まえたうえで、「産業社会から持続可能社会への大転換」や「成長なき経済」

を前提とした「持続可能社会像」に考察が加えられました。

楜澤氏は、ドイツ、日本、中国で共通して農外資本への土地投資の議論がみ

られ、持続可能な社会に逆行する動き（農地を商品一般に戻していく産業社会

を支える法概念への回帰）が昨今、強まるなかで、土地利用クラスタは今後も

報

的遺

れて

ズム

都市

野邦

最後

京都

鎌

いて

まし

鎌野

の区

総合

合討

▲進藤眞人 客員研究員
「持続可能社会法学」の研究を継続していく旨を述べました。

●土地利用クラスタ（都市の土地）の研究成果報告

「アメリカ法における都市（住宅地及び商業地）の土地利用とサスティナビリ

ティ論 ― 「ニュー・アーバニズム」とゾーニング法の衝突を素材に」

青木則幸（法学学術院 教授）

楜澤氏に続いて、青木則幸（法学学術院 教授）が、米国における都市の土

地利用におけるサスティナビリティ論について、ニュー・アーバニズムとゾー

ニング法の衝突に焦点を当てて報告を行いました。

青木氏は、ゾーニング法（土地の利用用途に応じた区画設定を促す規律）の

一角を崩すものとして、1980 年ごろから米国で展開されるようになった都市開

発ポリシー（サステナブル・コミュニティを原則とするニュー・アーバニズム）

▲楜澤能生 研究所員
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について、写真を交えて考察しました。

告のなかで、青木氏は、人口過密化の抑止、地域社会の維持、税収確保、歴

産や野生動植物の生息地保護などの諸側面で、ゾーニング法が米国で支持

いることを紹介したうえで、魅力的な街づくりの観点からニュー・アーバ

は都市開発に多様性をもたらすものであると指摘しました。

再開発と持続可能性」

樹（法務研究科 教授）

に、鎌野邦樹（法務研究科 教授）が、「都市開発と持続可能性」について、

渋谷区と千葉県松戸市の土地区画整理事業を事例に報告しました。

野氏は、渋谷区と松戸市のそれぞれについて、図や写真などの資料を適宜も

駅前再開発の様子を紹介し、再開発事業前後に生じた法律上の課題を整理

た。

氏の報告では、都市開発におけるサスティナビリティの観点から、環境負荷低減も含めて、マンションな

分所有建物の適正で継続的な維持管理の必要性が指摘されました。

討論

論では、土地利用クラスタに対する質疑を含めて、各クラスタの議論が整理され、課題が示されました。

▲青木則幸 研究所員

▲鎌野邦樹 研究所員

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/f0e8786cf38f22f7665cef87d31f212d.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/83c71347af3539130e67fb14aa18bf79.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/4725323153414d8aa2f6fbc738a614cb.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2019/11/d0cf7c1293fd97b984e8e434e307d5bc.jpg
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共同研究プロジェクト

比較法研究所では、兼任研究所員と招聘研究員による共同研究プロジェクトを行っています。

2019 年度の研究活動は、以下のとおりです。

研究会名（研究課題）／代表者 2019年度の研究活動

外国民事訴訟法研究

加藤 哲夫

比較法の視点から、ヨーロッパ、米国、アジア諸国の民

事手続法の比較研究を目的とし、研究成果を『比較法学』

及び学外雑誌に公刊。

21世紀の憲法・行政法の変動の下での公法学

の展開 田村 達久

21世紀の憲法の変動について、主にドイツとの比較の観

点から総合的に研究。講演会の開催、ドイツ連邦憲法裁判

所判例研究の月例研究会の実施、研究成果の発表。

データベース作成を目的としたフランス法

全般の最新動向の分析 箱井 崇史

研究会の開催（毎週）。『フランス法律用語辞典〔第3版〕』

（三省堂、2012年）の改訂のための翻訳作業。近年の重要

なフランスの立法等の研究。

国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討

江泉 芳信

研究会の開催（6回、うち2回は法研学生の発表）。

アメリカ最高裁判所の研究

宮川 成雄

研究会・シンポジウム・臨床法学セミナー（3回）の開催。

研究成果を『比較法学』に公刊。

英米刑事法研究

小川 佳樹

アメリカ合衆国最高裁判所の刑事関係判決の検討。研究

成果の刊行および『比較法学』に公刊。

アジア公法学の比較研究

岡田 正則

日中公法学シンポジウムの開催。研究成果の公刊。

英米少年法研究

石川 正興

研究会の開催（毎週土曜日）および“Balancing Juvenile

Justice”の翻訳作業（2015年度からの継続）。

経済行政法理論の比較法的研究

岡田 正則

研究会（３回）の開催。研究成果の刊行および学内外雑

誌に公刊。

中国裁判事例研究

楜澤 能生

比研招聘研究員（中国・武漢大学）による比研、台湾大学、

中央大学での講演会の開催。中国研究者との学術交流。

医事法の総合的研究

甲斐 克則

世界医事法会議の開催。国際ワークショップの開催（新

型コロナウイルス感染拡大により中止）。研究成果の刊

行。

イギリス最高裁判所研究

中村 民雄

研究会（5回、うち1回は比研シンポジウム）の開催。研

究成果の公刊。



7

研究会名（研究課題）／代表者 2019年度の研究活動

ＥＵ法最新動向研究

中村 民雄

研究会（4回）の開催。研究成果の公刊。

北欧法制の研究

松澤 伸

研究会の開催。研究成果を紀要に発表。

「持続可能社会」法学

楜澤 能生

海外から専門家を招き講演会を開催（10回、比研創立60

周年記念シンポジウムへの参加を含む）。資料収集・研究調

査。研究成果を紀要等に公刊。

人口減少社会における社会法学の総合的研究

菊池 馨実

共同研究のための準備報告会の開催および研究成果の刊

行。

国際法の分断化の研究

萬歳 寛之

文献講読と意見交換の実施。

不法行為法改正に向けた基礎的考察

大塚 直

研究会の開催と研究成果の刊行。

権利救済法システムの比較研究

松村 和徳

研究会（毎月1回）の開催。研究成果を『比較法学』等に

公刊。

環境基本法の改正に向けての問題点の整理

および検討 大塚 直

共同研究に向けた準備。研究成果の刊行。

ＡＩ（人工知能）と法

黒沼 悦郎

研究会およびシンポジウムの開催。
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学術交流

比較法研究所は、中国社会科学院法学研究所、デューク大学ロースクール、メルボルン大学比較法国際法研究所、マ

ックス・プランク外国・国際刑法研究所、清華大学法学院、韓国法制研究院、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドンと

箇所間交流協定を結んでいます。

このうち、中国社会科学院法学研究所とは、1993年以来、日本（東京）と中国（北京）で定期的に共同シンポジウム

を開催しており、2018年の交流協定締結25周年を記念したシンポジウム「日中共同シンポジウム2018『学術交流25周

年記念 過去25年間にみる日本法・中国法の変化と特色』」（東京開催）に続き、2019年9月には北京で「新技術と法」

を開催しました。

日中比較法シンポジウム 「新技術と法」

開催日：2019 年 9 月 4日（水）
場 所：中国社会科学院法学研究所（北京市）

開幕の辞 黒沼悦郎 研究所員、早稲田大学比較法研究所幹事
陳甦 中国社会科学院学部委員法学研究所所長

日本側報告（報告順） 黒沼悦郎 研究所員、法学学術院教授
山口斉昭 研究所員、法学学術院教授
遠藤聡太 研究所員、法学学術院准教授
内田義厚 研究所員、法学学術院教授

中国側報告（報告順） 趙 塁 中国社会科学院法学研究所研究員
高丝敏 精華大学法学院准教授
劉仁文 中国社会科学院法学研究所研究員
江溯 北京大学法学院准教授

             馮珏   中国社会科学院法学研究所副研究員 
熊丙万 中国人民大学法学院准教授
呂艶濱 中国社会科学院法学研究所研究員
楊延超 中国社会科学院法学研究所副研究員

コメンテーター 夏小雄 中国社会科学院法学研究所研究員
竇海陽 中国社会科学院法学研究所副研究員
周輝 中国社会科学院法学研究所研究員補佐
胡昌明 中国社会科学院法学研究所研究員補佐

閉幕の辞 黒沼悦郎 早稲田大学比較法研究所幹事
周漢華 中国社会科学院法学研究所副所長

また、2020年3月には、ルーヴァン・カトリック大学（ベルギー）と本学をテレビ会議形式でつなぎ、比研創立60周

年記念事業「Law and Sustainability学の推進」の研究成果についてのオンライン・セミナーを開催しました。

オンライン・セミナー 「Law and Sustainability学の推進」

開催日 2020年3月11日（水）

司 会：（ベルギー側） 中村民雄 研究所員 比較法研究所所長
（日 本 側） 黒沼悦郎 研究所員 比較法研究所幹事

発 表：黒沼悦郎 研究所員、比較法研究所幹事
大塚 直 研究所員
楜澤能生 研究所員
進藤眞人 客員研究員

コメンテーター Dimitri Vanorverbeke ルーヴァン・カトリック大学教授
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研究情報発信

比較法研究所では、様々な研究の成果を紙媒体とオンラインとで発

信しています。

紙媒体としては、『比較法学』『比較法研究所叢書』『Waseda Bulletin

of Comparative Law』を定期的に刊行しています。

2019年度の刊行実績は、次のとおりです。

『比較法学』第 53巻 1号、2号、3号

『Waseda Bulletin of Comparative Law』Vol.38 (2018)

なお、『比較法研究所叢書』は、第47号『法の支配と法治主義』（翻

訳）を発行しました。

また、オンラインにおいては、「Topics of Japanese Law」「比研

オンライン・ジャーナル」「比研オンライン・フォーラム」を随時刊行しています。

このほか、比較法研究所では外国人研究者に向けてニューズレターを配信しています（2019年度の配信は50回）。

▲ 比較法研究所 Web サイト トップページ ▲ 出版物・電子ライブラリのメニュー画面

▲ 比較法研究所のニュース画面 ▲ オンライン・フォーラム画面
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比較法研究所叢書バックナンバー

[叢書1] ガッタリッジ／水田義雄（監訳）『比較法』（1964），1200 円

★ [叢書2] 葛城照三『イギリス船舶保険契約論』（1962），絶版

★ [叢書3] 滝川政次郎『二条陣屋の研究・公事宿の研究』（1962），絶版

[叢書4] ルンプ／有倉・竹内（共訳）『法治国における統治行為』（1964），1000 円

[叢書5] 佐藤立夫『イギリス行政訴訟法の研究』（1968），1500 円

[叢書6] 福島正夫他編『小野梓稿「国憲論網：羅瑪律要」』（1974），4500 円

★ [叢書7] 佐藤篤士『LEX XII TABULARUM：12 表法原文・邦訳および解説』（1969），絶版

[叢書8] 入江啓四郎『開発途上国における国有化』（1974），2300 円

★ [叢書9] チッレ／直川誠蔵訳『社会主義比較法学』（1979），絶版

[叢書10] ペーテルス／内田一郎編訳『西ドイツ現代刑事訴訟・刑法・行刑論文集』（1980），3600 円

[叢書11] 佐藤立夫『現代ドイツ公法学を築いた碩学たち』（1982），4000 円

[叢書12] 西村幸次郎編訳『中国における法の継承性論争』（1983），3700 円

[叢書13] 黒木三郎『比較法社会学研究』（1984），8500 円

[叢書14] 杉山晴康ほか『刑法審査修正関係諸案』（1984），3000 円

[叢書15] 田山輝明編・監訳『西ドイツの新用益賃貸借法制』（1986），3000 円

★ [叢書16] ウィルバー／内田一郎編訳『アメリカ合衆国の連邦最高裁判所：DUE PROCESS OF LAW の保障』（1986），

絶版

[叢書17] 矢頭敏也『英米不法行為判例研究』（1988），4500 円

叢書18] 杉山晴康ほか編『刑法改正審査委員会決議録刑法草案』（1989），3300 円

[叢書19] 土井輝生『Intellectual Property Protection and Management』（1992），10000 円

[叢書20] 矢頭敏也訳編『イギリス法と欧州共同体法』（1992），5000 円

[叢書21] 佐藤篤士『改訂 LEX XII TABULARUM：12 表法原文・邦訳および解説』（1993），5000 円

★ [叢書22] エクハルト・シュタイン／浦田賢治ほか訳『ドイツ憲法』（1993），絶版

[叢書23] フォルカー・ヤコビ／田山輝明監訳『知的・精神的障害者とその権利：研修と実務の手引』（1996），3500 円

[叢書24] 土井輝生『INTERNATIONAL BUSINESS TRANSACTIONS: CONTRACT AND DISPUTE RESOLUTION』

（1996），8000 円

[叢書25] 小口彦太編『中国の経済発展と法』（1998），7000 円

[叢書26] 外国民事訴訟法研究会編『ヨーロッパにおける民事訴訟法理論の諸相』（1999），5000 円

[叢書27] ジョン・バロース／浦田賢治監訳『核兵器使用の違法性：国際司法裁判所の勧告的意見』（2001），7500 円

[叢書28] 大須賀明編『国家の法的関与と自由：アジア・オセアニア法制の比較研究』（2001），9800 円

[叢書29] 野村稔・張凌『注解中華人民共和国新刑法』（2002），4900 円

[叢書30] 早稲田大学比較法研究所編『比較法研究の新段階－法の継受と移植の理論－』（2003），2900 円

★印の叢書は絶版です。

★印のない叢書は在庫がございますので、ご希望の方は比較法研究所事務所までお問い合わせください。

また、表示価格は本体価格で、別途消費税がかかります。
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[叢書31] 浦田賢治『Reflections on Global Constitutionalism』（2005），2500 円

[叢書32] 早稲田大学比較法研究所編『日本法の国際的文脈－西欧・アジアとの連鎖－』（2005），2800 円

[叢書33] 早稲田大学比較法研究所編『日本法のアイデンティティに関する総合的・比較法的研究－源流の法とグロ

ーバル化の法－』（2006），2800 円

[叢書34] 早稲田大学比較法研究所編『比較と歴史のなかの日本法学－比較法学への日本からの発信－』（2008），

4000 円

[叢書35] 松澤 伸訳著『デンマーク司法運営法－刑事訴訟関連規定－』（2008），2500 円

[叢書36] 宮川 成雄編著『アメリカ最高裁とレーンキスト・コート』（2009），3200 円

[叢書37] 早稲田大学比較法研究所編 『比較法と法律学-新世紀を展望して』(2010)，3600 円

[叢書38] ハンス＝ヨアヒム・コッホ編／岡田正則監訳『ドイツ環境法』(2012)，4400 円

[叢書39] ウルリッヒ・ズィーバー著／甲斐克則・田口守一監訳 『21 世紀刑法学への挑戦―グローバル化情報社会と

リスク社会の中で―』(2012)，4500 円

[叢書40] 木棚 照一編著 『知的財産の国際私法原則研究―東アジアからの日韓共同提案―』(2012)，4000 円

[叢書41] 早稲田大学比較法研究所編『日本法の中の外国法—基本法の比較法的考察—』(2014)，2778 円 

[叢書42] 吉田 克己＝マチルド・ブトネ編『環境と契約―日仏の視線の交錯』（2014），2778 円

[叢書43] 楜澤能生編『持続可能社会への転換と法・法律学』(2016)，3704 円

[叢書44] デボラ・ローディ著／石田京子訳『プロボノ活動の原則と実務―公共奉仕と専門職―』(2017)，3056 円

[叢書45] 中村民雄編『民事法の解釈適用と憲法原則―中国民法編纂に向けた日中比較―』(2017)，2315 円

[叢書46] 浅古弘（監訳）Darryl E. Flaherty（著）『近代法の形成と実践―19 世紀日本における在野法曹の世界―』

(2019)，3928 円

[叢書47] ジェームズ R シルケナート、ジェームズ E ヒッキーJr、ピーター D バレンボイム 編著

岡田正則、紙野健二、高橋明男 編訳『法の支配と法治主義』(2020)，6680 円

★印の叢書は絶版です。

★印のない叢書は在庫がございますので、ご希望の方は比較法研究所事務所までお問い合わせください。

また、表示価格は本体価格で、別途消費税がかかります。
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シンポジウム・講演会

比較法研究所では、シンポジウム・公開講演会等を通して、その研究成果を研究者だけでなく、広く学生、社会人に

も向けて発信するとともに、学内外との交流を図っています。

比較法研究所が2019年度に開催したシンポジウム（全13回）の参加者数は延べ830人以上（526人以上の学生を含む）、

公開講演会（全29回）の参加者数は延べ623人（354人の学生を含む）でした。*

また、その内容も、法学の各分野を深く掘り下げるものに加えて、法学以外の専門家も参加する学際的なものも少な

からずあり、現代社会が抱えるさまざまな問題と多角的に向き合っています。

*：シンポジウム参加者数の統計は、2019年度に開催したシンポジウムの中で、参加者数を把握できたもののみを集計しています。

このため、実際の参加者数はこの数字よりもさらに多いと推定されます。

社会人・教職員

304人

（36.6%）
学生

526人

（63.4%）

2019年度 シンポジウム参加者

参加者延べ数：830人

社会人・教職員

269人

（43.2%）

学生

354人

（56.8%）

2019年度 講演会参加者

参加者延べ数：623人
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（１）国際シンポジウム等（１３回）
（★印は専門分野が法学以外の方）

2019年

4月

4 月 20 日
EU and UK on the Brexit day and after：やってきた脱退日、爾後のイギリス・EU

主 催 早稲田大学比較法研究所

共 催 早稲田大学法学部

報告者 若松 邦弘（東京外国語大学教授）

小川 有美（立教大学教授）

臼井陽一郎（新潟国際情報大学教授）

安藤 研一（静岡大学教授）

中村 民雄（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

Vicki Squire （Warwick 大学准教授）

司 会 中村 英俊（早稲田大学准教授）

企画責任者 中村 民雄（研究所員）

※参加者数 63 名（含 学生 20 名）

5月 5 月 25 日
徴兵制も軍事司法もない軍隊の可能性と限界―「制服を着た市民」をめぐる日台対話―
主 催 神奈川大学法学研究所
共 催 早稲田大学比較法研究所
話題提供者 ユー・ペイチェン（退役陸軍少将、作家）
司会・通訳 松平 徳仁（神奈川大学法学部教授）
企画責任者 水島 朝穂（研究所員）
※参加者数 39 名（含 学生 14 名）

6月 6月 4日、6月 5日
末延財団「比較法・外国法研究教育プロジェクト」に基づく講演会・セミナー
―「アラン・シュピオ教授、ミュリエル・ファーブル＝マニャン教授を迎えて」―
主催：早稲田大学法学研究科
共催：早稲田大学比較法研究所
① ワークショップ

日 時：６月４日（火）１５:００-１７:００
テーマ：大学院生・若手研究者等とのワークショップ

――ミュリエル・ファーブル＝マニャン『自由の制定』をめぐって――
講 師：ミュリエル・ファーブル＝マニャン（パリ第 1大学教授）
モデレーター：橋本 一径（早稲田大学文学学術院教授）

② 講演会
日 時：６月４日（火）１８:３０-２０:００
テーマ：ミュリエル・ファーブル＝マニャン教授講演会「自由の法的系譜」
講 師：ミュリエル・ファーブル＝マニャン（パリ第 1大学教授）
司 会：山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
通 訳：橋本一径（早稲田大学文学学術院教授）

③ 公開セミナー
日 時：６月５日（水）１８:３０-２０:００
テーマ：アラン・シュピオ教授との対話

――『法的人間』から『数によるガバナンス』へ――
講 師：アラン・シュピオ（コレージュ・ド・フランス教授）
聞き手：小島 慎司（東京大学大学院法学政治学研究科教授）
司 会：山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

企画責任者：山口 斉昭（研究所員）

6月12日

ロボット及びＡＩ技術の研究開発と技術移転をめぐる法的諸問題

主 催 早稲田大学知的財産法制研究所

共 催 早稲田大学法学部、比較法研究所

報告者 菅野 重樹（早稲田大学理工学術院教授）
Luke McDonagh (City University of London)
Enrico Bonadio (City University of London)
Henrike Weiden (Munich University of Applied Sciences)

企画責任者 ラーデマッハ クリストフ（研究所員）
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7月 7月 6日
法学と暗号学で考える暗号資産法制の未来：強制執行を中心に
主 催 早稲田大学比較法研究所
共 催 セコム科学技術振興財団特定領域研究（情報セキュリティ分野）

早稲田大学法務研究科
報告者 久保田 隆（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

花岡 悟一郎（産業技術総合研究所高機能暗号研究グループ 研究グループ長）
湯浅 墾道（情報セキュリティ大学院大学教授）
渡辺 宏之（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
寳木 和夫（★産業技術総合研究所総括研究主幹）
鷁田 えみ（早稲田大学紛争交渉研究所研究員）

企画責任者 久保田 隆（研究所員）
※参加者数 295名（含 学生277名）

7月6日

日本・韓国・中国における会社支配権の維持・変動をめぐる法的課題と理論的展望
主 催 韓国経営法律学会、東京商事法研究会
共 催 早稲田大学産業経営研究所、比較法研究所
報告者 楊 萬植（檀国大学校教授・韓国経営法律学会会長）

宋 沃烈（ソウル大学教授）
李 艶紅（埼玉工業大学講師）
梁 基珍（全北大学校教授）
坂東 洋行（名古屋学院大学教授）

司 会 中村 信男（研究所員、早稲田大学商学学術院教授）
企画責任者 尾崎 安央（研究所員）

7月16日

「情報公開と知る権利」――今こそ日航123便の公文書を問う
基調講演 三宅 弘（弁護士）
参加者 クリストファー．P．フッド（英国カーディフ大学教授）

森永 卓郎（★経済アナリスト、独協大学経済学部教授）
青山 透子（★元日本航空客室乗務員）
吉備 素子（★ご遺族）
小田 周二 ★
スザン ベイリイ 湯川（★ご遺族）

司会進行 水島 朝穂（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
企画責任者 水島 朝穂（研究所員）
※参加者数 118名（含 学生15名）

8月 8月 2日
AI・ITをめぐる法の現状と課題；民法・刑事法・手続法・金融法の観点から
主 催 早稲田大学比較法研究所
報告者 山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

遠藤 聡太（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
内田 義厚（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
黒沼 悦郎（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

司会・企画責任者 黒沼 悦郎（研究所員）
※参加者数 80名（含 学生55名）

▲ 「法学と暗号学で考える暗号資産法制の未来：強制執行を中心に」（2019. 7. 6）（２枚とも）
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9月 9 月 21 日
第四次産業革命への法制度的対応
主 催 早稲田大学比較法研究所、

比研共同研究「国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討」
共 催 韓国次世代コンテンツ財産学会
報告者他 崔 公雄（弁護士）

全 應畯（弁護士）
金 仁瞮（祥明大学准教授）
崔 承洙（弁護士）
李 圭鎬（中央大学教授）
片岡 朋行（弁護士）
江泉 芳信（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
伊藤 敬也（青山学院大学准教授）
種村 佑介（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
辛 東桓（弁護士）
木棚 照一（早稲田大学名誉教授）

企画責任者 種村 佑介（研究所員）
※参加者数 32 名（含 学生 8名）

1 0月 10 月 30 日
比較法研究所創立６０周年「Law and Sustainability 学の推進」総括シンポジウム
主 催 早稲田大学比較法研究所
共 催 早稲田大学法学部
報告者 大塚 直（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

進藤 眞人（研究所員、早稲田大学比較法研究所客員次席研究員）
Gerd Winter（ブレーメン大学教授）
楜澤 能生（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
青木 則幸（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
鎌野 邦樹（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

司会：中村 民雄、黒沼 悦郎（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者数 37 名（含 学生 8名）

1 2月 12 月 12 日
フィンテックと暗号資産の法的・実務的課題
主 催 早稲田大学比較法研究所
共 催 セコム科学技術振興財団特定領域研究（情報セキュリティ分野）
早稲田大学法務研究科
報告者 久保田 隆（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

ジョン・テイラー（弁護士、ロンドン大学クイーンメアリー客員教授）
ゴパラ・スンダラム(弁護士、元マレーシア中央銀行法務部長）

コメンテーター 鷁田 えみ（早稲田大学紛争交渉研究所研究員）
通 訳 なし（英語での講演）
企画責任者 久保田 隆（研究所員）
※参加者数 133 名（含 学生 117 名）

▲ 比較法研究所創立６０周年「Law and Sustainability 学の推進」総括シンポジウム（2019.10.30）（２枚とも）
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2020年

1月

1 月 19 日

第１回日中私法シンポジウム

主 催 日中私法研究会

共 催 早稲田大学比較法研究所

セッション①

司 会 瀬川 信久（北海道大学名誉教授）

報告者 韓 世遠（清華大学教授）

山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

コメンテーター 後藤 巻則（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

牟 憲魁（山東大学教授）

セッション②

司 会 大塚 直（早稲田大学法学学術院教授）

報告者 于 憲会（西南政法大学）

佐伯 誠（早稲田大学大学院博士後期課程）

楊 瑞賀（北海道大学）

コメンテーター 山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

劉 士国（復旦大学教授）

白石 大（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

企画責任者：山口 斉昭（研究所員）

参加者数 33 名（含 学生 12 名）

1 月 25 日

スカンジナビアのデザイン保護

主 催 九州大学大学院芸術工学研究院

共 催 早稲田大学比較法研究所、「デザインと法」協会

報告者 Teilmann-Lock（コペンハーゲンビジネススクール准教授）

Jens Schovsbo（コペンハーゲン大学法学部教授）

通 訳 逐次通訳あり（英語での講演）

企画責任者 ラーデマッハ クリストフ（研究所員）

3月 3 月 14 日〈中止〉
暗号資産・デジタル通貨を巡る法規制と Regtech に活用し得る暗号の可能性

主 催 国際商取引学会

共 催 早稲田大学比較法研究所
報告者 中島 真志（麗澤大学教授）

小早川 周司（明治大学教授）
真鍋 泰治（FXCOIN）
渡邊 崇之（早稲田大学オープンイノベーション戦略研究機構招聘研究員）
寳木 和夫（★産業技術総合研究所総括研究主幹）
久保田 隆（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

企画責任者・コーディネーター 久保田 隆（研究所員）
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シンポジウムの開催報告より

「AI・ITをめぐる法の現状と課題；民法・刑事法・手続法・金融法の観点から」

日 時 2019 年 8 月 2日（金）15 時-18 時

会 場 早稲田キャンパス８号館３階大会議室

参加者：80 人（うち学生 55 人）

報告者 山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

遠藤 聡太（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）

内田 義厚（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

黒沼 悦郎（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

司 会 黒沼 悦郎（比較法研究所幹事、早稲田大学法学学術院教授）

主 催 早稲田大学比較法研究所

参加者 255 名（うち本学学生 212 名）

8月 2日（金）に、黒沼悦郎 比較法研究所幹事の司会の下で、シンポジウム「AI・ITをめぐる法の現状と

手続法・金融法の観点から」が開催されました。シンポジウムには多くの参加者が集まり、各報告者が概要

した。

【前半部】

民法

まず、山口斉昭 教授（早稲田大学法学学術院）が、「自動運転における被害の

を行いました。山口氏は、自動走行の各種開発段階（Level.0「自動化なし」、L

Level.2「部分運転自動化」、Level.3「条件付運転自動化」、Level.4「高度運

「完全運転自動化」）や日本における自動運転をめぐる議論（民事責任に関する

で、1）「完全自動運転」を制度上は認めずに従来の枠組みにより制度を構築す

動運転」を認めた上で被害「補償」制度を構築する立場の二つの方向性を考察し、少なくとも当面は前者

ではないかと指摘しました。

刑事法

次に、遠藤聡太 准教授（早稲田大学法学学術院）が、「AIの開発・利用をめぐる刑事法規制のあり方」

について報告を行いました。遠藤氏は、AIの判断過程は専門家でも説明が困難とされる（AIの判断過程

の「ブラックボックス」性）点や AI開発・利用に伴う危険性と社会的便益の双方を踏まえた法的規律の

必要性を指摘した上で、優先度の高い安全性確保義務のほかにも AIは多くの検討課題を孕むと論じまし

た。

質疑応答

山口氏と遠藤氏の報告に対する質疑応答では、自動運転に関する政府補償や「運行供用者」（ドライバー）

の損害賠償責任、刑事責任をめぐるいくつかの論点について意見が交わされました。

【後半部】

民事手続法

後半部では、内田義厚 教授（早稲田大学法学学術院）が、「民事裁判手続に関する手続電子化（IT化）」

について報告を行いました。内田氏は、日本での民事訴訟 IT 化の流れを概観した後に、文書や事件記録

の電子化、ウェブ会議の実施を含む「e提出」（e-filing）、「e事件管理」（e-case management）、

「e法廷」（e-court）からなる「3つの e」の主要論点を考察し、裁判所や弁護士のみならず利用者目線

（「誰のため、何のための IT化なのか」）が IT化を進める際に重要であると指摘しました。

商法

最後に、黒沼悦郎 教授（早稲田大学法学学術院）が「フィンテック（Fin Tech）

が金融法制にもたらす影響」について報告を行いました。黒沼氏は、日本の金融法

関する論点として、高速高頻度の証券取引（High Frequency Trading: HFT）、「

示（ディスクロージャー）との関係、「仮想通貨」や ICO（Initial Coin Offering）

金調達方法を取り上げ、それぞれの特徴や課題を考察しました。

※「AI投資」：人工知能（AI）を用いた投資手法。大量のデータを高性能コンピュ

個別の金融資産評価に基づく資産運用を行う。

▲

所

学法学学術院）

稲

田大学法学学術院）
黒沼悦郎 比較法研究
課題；民法・刑事法・

以下の点を議論しま

救済」について報告

evel.1「運転支援」、

転自動化」、Level.5

法律）を紹介した上

幹事
▲山口斉昭教授（早稲田大
る立場と 2）「完全自

1）の方向性が現実的

制

A

ー

早

▲

大

▲遠藤聡太准教授（
稲田大学法学学術院）
内田義厚教授（早稲田
における AI・IT に

I 投資」※と情報開

と称される新たな資

ターに分析させて、

学法学学術院）
▲黒沼悦郎教授（早
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質疑応答

内田氏と黒沼氏の報告に対する質疑応答では、ウェブ会議の第三者への公開、情報通信技術に馴染みのない利用者への支援（デ

ジタルデバイド）などについて意見が交わされました。

【総合討論】

総合討論では、概要以下の点が議論されました。

・山口先生は、危険があるにも拘わらず自動運転の効用を重視する姿勢の危うさを指摘さ

れた。一方で、遠藤先生は、自動運転（AI搭載機器）のもたらす社会的便益の見地から

可罰性を否定すべき範囲を適切に画する必要性を強調された。この立場の違いは、個人的

意見の相違によるものなのか。それとも民法や刑法の考え方の相違から生じるものなの

か。また、過失犯と損害賠償責任における過失は、同じと考えているのか。

・民事法上、自動運転車が、そもそも安全なのかをゼロから考える必要があるだろう。完

全自動運転で事故が生じた場合に、完全自動運転車が社会的に受け入れられるかを検討す

る必要がある。AIのブラックボックス性を考慮すると予見可能性との関連で、自動運転

は、民事責任上、過失判断と断絶したところで欠陥責任が生じる可能性がある。

・刑法学会全体の感覚からすれば、社会的便益を考慮して免責を行うことに否定的

な意見が多い。犯罪と民事責任の違いは非常に難しい話で、おそらく答えはない。

もし答えがあるとすれば、社会のあり方、あるいは、社会への悪影響の点から答

えを考えなければならないだろう。

・自動運転に関しては、レベル 3（「条件付

運転自動化」）のように人が途中で介入す

るタイプでは、人が介入している限り、人

が第一の帰責対象であるとの考え方に根差

して議論が進んでいくのではないかと思

う。自動運転車に乗って人の介入の余地が

残されているときの運転者の義務の要求水

準は、道路交通法改正により、かなり下がった。個別の義務の免除規定が刑事過失に侵

食していき、生身の人間の負うべき義務が下がっていくのではないか。

・刑事司法では、AI 利用による証人尋問の映像分析や事実認定の可能性が模索されてい

る。民事裁判で、そういったことは可能か。

・民事手続法分野で、AI の利用について議論をしている研究者はあまりいない。もっとも、AI の活用は、証拠評価や主張の整

い具合の面から、徐々に始まっていくのではないかといわれている。

アンケートでは、「大変に興味深い主題だった」、「とても参考になった」との好意的な意見が寄せられ、シンポジウムが好評

であったことが示されました。
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（２）公開講演会（２9回）

（★印は専門分野が法学以外の方）

2019年

4月

4 月 6日 【第１回】
ドイツにおける農林地取引法―歴史的発展と現在の議論状況
講 師 クリスチャン・ブッセ（ドイツ連邦食料農業省農業市場部長）
通訳･世話人 楜澤 能生（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 29名（含 学生6名）

4 月 11 日 【第２回】
ナチス期における農業法
講 師 クリスチャン・ブッセ（ドイツ連邦食料農業省農業市場部長）
通訳･世話人 楜澤 能生（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 14 名(含 学生 9 名)

4 月 11 日 【第３回】
水平的取締役―アメリカにおける会社法と反トラスト法の交錯
講 師 ヤロン・ニリ（ウィスコンシン大学ロースクール准教授）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 黒沼 悦郎（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 16 名（含 学生 1名）

4 月 12 日 【第４回】
中国における株主の知る権利の拡張の制度的構造について
講 師 王 建文（南京航空航天大学人文・社会科学院教授）
通 訳 洪 驥（南京航空航天大学人文・社会科学院講師）
世話人 文 元春（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
※参加者 8 名（含 学生 6 名）

4 月 20 日 【第５回】
修復的司法の理論と実践―フランスとベルギーの比較
講 師 ジェシカ・フィリッピ（フランス司法省研修所研究員）
通 訳 小長井 賀與（立教大学教授）
世話人 高橋 則夫（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 19 名（含 学生 5名）

5月 5 月 15 日 【第６回】
中国共産党党内法規制度の構築
講 師 祝 捷（武漢大学法学院教授）

伍 華軍（武漢大学法学院准教授）
通 訳 付 強、卞 如意（早稲田大学法学研究科博士課程）
世話人 水島 朝穂（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 15 名（含 学生 7名）

6月 6 月 19 日 【第７回】
A Network Theory of Patentability
講 師 ライアン・ウェーレン（香港大学法学部助教）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 ラーデマッハ クリストフ（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
※参加者 24 名（含 学生 22 名）

6 月 20 日 【第８回 学際的公開講演会・映画上映・討論】
映画「０円キッチン」をみて食品ロス問題を考える
講 師 片貝 敏雄(★農林水産省バイオマス循環資源課長)

三浦 寛子(★農林水産省バイオマス循環資源課食品産業環境対策室課長補佐）
企画責任者・司会 中村 民雄(研究所員、早稲田大学法学学術院教授)
※参加者 48 名（含 学生 41 名）

6 月 28 日 【第９回】
① イギリス家族法とポーランド家族法
講 師 ヤコブ Ｍ・ルカジヴィチ（弁護士、ジェシュフ大学法学部准教授）
② ヨーロッパ法、アメリカ法および日本法における養子縁組
講 師 ラファウ・ルカジヴィチ（弁護士、ジェシュフ大学法学部研究員）
通 訳 なし
世話人 江泉 芳信（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 7 名（含 学生 3 名）



20

7月 7 月 25 日 【第１０回 法学研究科主催、比較法研究所共催】
Privity of Contract and Rights and Liabilities of Parties in Multiparty Relation
講 師 Storme Matthias（ルーヴァン・カトリック大学教授）
通 訳 なし（英語での講演）
世話人 中村 民雄（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 11 名（含 学生 11 名）

7 月 29 日 【第１１回】
異文化理解と法――中国法研究の立場から――
講 師 小口 彦太（早稲田大学名誉教授、江戸川大学学長）
世話人 文 元春（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
※参加者 21 名（含 学生 10 名）

9月 9 月 20 日 【第１２回】
比較刑法学の目的と方法
講 師 ウルリッヒ・ズィーバー（マックスプランク外国・国際刑法研究所所長）
通 訳 仲道 祐樹（研究所員、早稲田大学社会科学総合学術院教授）
世話人 甲斐 克則（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 27 名（含 学生 4名）

9 月 28 日 【第１３回】
ドイツにおける修復的司法
講 師 ヨハネス・カスパー（アウグスブルク大学教授）
通 訳 仲道 祐樹（研究所員、早稲田大学社会科学総合学術院教授）
世話人 高橋 則夫（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 48 名（含 学生 6名）

▲ 第 8回「映画『０円キッチン』をみて食品ロス問題を考える」（2019. 6.20）（３枚とも）
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10月 10 月 25 日 【第１４回 比研公開セミナー】
アメリカのロースクール教育の社会性と臨床法学教育
講 師 宮川 成雄（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 21 名（含 学生 8名）

10 月 29 日 【第１５回】
日欧刑事司法協力について
講 師 アイリーン・ヴィークゾレイク（ダラム大学ロースクール准教授）
通 訳 なし（英語での講演）
世話人 松澤 伸（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 10 名（含 学生 10 名）

10 月 31 日 【第１６回】
「Armando Carvalho et alii 対 EU 議会・理事会」事件「市民気候訴訟」
－法、科学、経済、政治をめぐる訴訟－
講 師 ゲルト・ヴィンター（ブレーメン大学法学部教授）
通 訳 なし（英語での講演）
世話人 楜澤 能生（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 14 名（含 学生 10 名）

11月 11 月 5 日 【第１７回】
日欧捜査協力について
講 師 サスキア・フフナーゲル（ロンドン大学クイーンメアリー校法学部上級講師）
通 訳 なし（英語での講演）
世話人 松澤 伸（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 10名（含 学生10名）

11 月 7日 【第１８回 学際的公開講演会・映画上映・討論会】
最高裁は社会を変えるか？アメリカ最高裁女性判事 RBG（ギンズバーク）の闘い
映画ＲＢＧ－日米の社会における最高裁の役割を考える
講 師 原口 佳誠（関東学院大学法学部准教授、早稲田大学法学部非常勤講師）
企画責任者・司会 中村 民雄（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 42 名（含 学生 36 名）

11 月 8日 【第１９回】
演 題 CISG(国連物品売買条約)とビスムート弁論指導
講 師 インゲボルグ・シュベンツァー（バーゼル大学法学部教授）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 久保田 隆（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 31名（含 学生28名）

11 月 12 日 【第２０回】
ホッキング対オーストラリア公文書館長:
歴史研究目的でのイギリス女王・オーストラリア総督間の書簡の開示請求
講 師 エミリー・カー（オーストラリア政府勤務ソリシター）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 長谷部 恭男（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 2 名（含 学生 0 名）

11 月 14 日 【第２１回】
フランス法における信義則論と契約の内容規制論の展開
講 師 ローラン・エネス（パリ第１大学名誉教授）
通訳・世話人 山城 一真（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
※参加者 28 名（含 学生 13 名）

11 月 22 日 【第２２回 比研公開セミナー】
フランス契約法における« unilatéralisme » ―― 一つの契約像をめぐって 
講 師 山城 一真（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
※参加者 3 名（含 学生 1 名）

11 月 25 日 【第２３回】
海外腐敗行為防止法（FCPA）による企業の刑事責任—ドイツから見て 
講 師 マリア･フォン･テッペルスキルヒ（フランクフルト検察庁検察官）
通 訳 藤井 智也（早稲田大学法学研究科博士後期課程）
世話人 仲道 祐樹（研究所員、早稲田大学社会科学総合学術院教授）
※参加者 21 名（含 学生 9名）
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12月 12 月 4 日 【第２４回 比研公開セミナー】
ＳＥＣの法執行事例分析―証券発行の際の空売りと公開会社取締役の資格
講 師 若林 泰伸（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 10 名（含 学生 4名）

12 月 12 日 【第２５回】
中国における海洋法問題
講 師 金 永明（上海社会科学院教授）
通 訳 なし（日本語での講演）
世話人 萬歳 寛之（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）
※参加者 41名（含 学生32名）

12月17日 【第２６回】

日本の法学教育・法科大学院教育におけるジェンダーと法:予備的検討とコメント

講 師 マーク・レヴィン（ハワイ大学ロースクール教授）

通 訳 なし（日本語での講演）

世話人 石田 京子（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）

※参加者 15名（含 学生2名）

12月19日 【第２７回】

オーストラリアにおける共同養育法の最近の展開

講 師 エサー・エアリングス（フリンダース大学法経学部講師）

通 訳 橋本 有生（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）

棚村 英行（杏林大学総合政策学部非常勤講師）

世話人 棚村 政行（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

※参加者 33名（含 学生29名）

12月20日 【第２８回】

働き方の変容と社会保障法

講 師 笠木 映里（フランス国立科学研究センター研究員）

世話人 菊池 馨実（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

※参加者 39名（含 学生19名）

▲ 第 18 回「最高裁は社会を変えるか？アメリカ最高裁女

性判事 RBG（ギンズバーク）の闘い 映画ＲＢＧ－日米

の社会における最高裁の役割を考える」(2019.11. 7)

▲ 第 27 回「オーストラリアにおける共同養育法の最近の

展開」(2019.12.19)

▲ 第 29 回「Trademark Law and Fundamental Rights」(2019. 1.23)（2 枚とも）
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2020年

1月

1月 23日 【第２９回】
Trademark Law and Fundamental Rights
講 師 イェンス・ショフスベ（コペンハーゲン大学法学部教授）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 ラーデマッハ クリストフ（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授）
※参加者 16名（含 学生12名）

2月 2月 28日【第３０回 早稲田大学先端社会科学研究所主催、比較法研究所共催】〈中止〉
ゲノム編集の倫理 －遺伝子工学に関する議論における自然さ（naturalness）の価値－
講 師 ジャン・デッカーズ（ニューキャッスル大学医学部准教授）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 横野 恵（研究所員、社会科学総合学術院准教授）

3月 3月 6日【第３１回】〈中止〉
人間の尊厳、生命への権利、死刑制度の否定
講 師 許 家馨（中国中央研究院研究准教授）
通 訳 なし(英語での講演)
世話人 長谷部 恭男（研究所員、早稲田大学法学学術院教授）

（３）学際的公開講演会（２回）

（★印は専門分野が法学以外の方）

2019年

6月

6月20日 【第８回 学際的公開講演会･映画上映･討論会】
映画｢0 円キッチン｣をみて食品ロス問題を考える
講 師 片貝 敏雄（★農林水産省バイオマス循環資源課長）

三浦 寛子（★農林水産省バイオマス循環資源課食品産業環境対策室課長補佐（食品リサイクル班））
対 象 学生、教職員（学内者限定）
※参加者 48 名（含 学生 41 名）

11月 11 月 7 日 【第１８回 学際的公開講演会･映画上映･討論会】
最高裁は社会を変えるか？アメリカ最高裁女性判事 RBG（ギンズバーク）の闘い

映画ＲＢＧ－日米の社会における最高裁の役割を考える
講 師 原口 佳誠（関東学院大学法学部准教授、早稲田大学法学部非常勤講師）

対 象 学生、教職員（学内者限定）

※参加者 42 名（含 学生 36 名）

（４）テーマセミナー

2019 年度早稲田大学法学部横川敏雄記念公開講座
「スポーツと法」（全 6回）

2019年

6月1日

スポーツ事故における責任と予防
講 師 望月 浩一郎（日本スポーツ法学会前理事長、弁護士）

6月8日 スポーツ仲裁の現状と課題

講 師 杉山 翔一（日本スポーツ仲裁機構仲裁調停専門員、弁護士）

6月15日 EU におけるスポーツ法の発展と動向

講 師 中村 民雄（早稲田大学法学学術院教授、比較法研究所所長）

6月22日 スポーツにおけるハラスメント・体罰・暴力の撲滅

講 師 棚村 政行（早稲田大学法学学術院教授、JSAA 仲裁人）

6月29日 スポーツビジネスの規制と独占禁止法

講 師 松本 泰介（早稲田大学スポーツ科学学術院准教授、弁護士）

7月6日 アンチドーピング体制の整備と課題

講 師 境田 正樹（東京大学理事、弁護士）



学際的イベントの開催報告より

【開催報告】シンポジウム「映画上映会第３弾 映画「０円キッチン」をみて食品ロス問題を考える」が開催されま

した

比較法研究所映画上映会第３弾 映画「０円キッチン」をみて食品ロス問題を考える

（原題：Wastecooking、2015 年オーストリア）

日 時 ２０１９年６月２０日（木）１６：３０～１９：００

場 所 早稲田大学２６号館Ｂ１多目的講義室

参加者：48 人（うち学生 41 人）

【司会】

中村 民雄 早稲田大学法学学術院教授、比較法研究所所長

【解説】

片貝 敏雄氏 農林水産省バイオマス循環資源課課長

三浦 寛子氏 農林水産省バイオマス循環資源課食品産業環境対策室課長補佐（食品リサイクル班）

2019 年 6 月 20 日（木）に早稲田キャンパスにて、比較法研究所映画上映会（映画「０円キッチン」をみて食品ロス問題を考える）

が開催されました。

最初に、中村民雄所長より「国内外で「食品ロス」に対する関心が高まり、取り組みが進められるなか

で、本上映会を「食品ロス」を考えるきっかけにしたい。」と、この上映会の趣旨説明がありました。

次いで、映画では、廃油を燃料とする車で、主演者が欧州各地（オーストリア、ドイツ、オランダ、ベ

ルギーなど）を訪れ、各地の「食品ロス」に対する取り組み（家庭の冷蔵庫に残る食材の調理、都会の

野草採取、昆虫食、食堂の未調理食材の再利用など）を体験する様子が描かれました。

映画上映に続いて、三浦寛子氏から、次のような「食品ロス」の現状と削減に向

◆2

よ

◆日

る

◆「

◆農

◆東

質疑

◆映

か

◆廃

が

い

◆事

近

◆現

況

効
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けた農林水産省での取り組みが紹介されました。

015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（SDGs）にみられる

うに、「食品ロス」に対する国際的な関心が高まっている。

本には、食品ロスに関連する法律があり、食品廃棄物等の発生抑制と再生利用の推進がはかられてい

（「食品ロスの削減の推進に関する法律」、「食品リサイクル法」）。

食品ロス」の発生要因の一つに、食品製造業、卸売・小売業における商慣習が挙げられる。

林水産省では今年、恵方巻きシーズンを控えて食品の廃棄を削減するための対応を行った。

京オリンピック・パラリンピックに向けて「食品ロス」削減対策を進めている。

応答では、学生や教員から次のような質問や意見が出され、「食品ロス」について活発な議論が交わされま

画のなかで、商品として不要になった食料品や、ゴミ箱に捨てられた食材を集めようとする場面が描

れていたが、日本で同じように廃棄食材を集めようとした場合、どのような法律上の問題があるのか。

棄物の再生利用には費用がかかるが、「食品リサイクル法」や最近は環境面に着目した ESG 投資など

注目される中で、企業も「食品ロス」に関心を寄せ、環境に配慮した取り組みを進めるようになって

る。

業者は、品切れによって販売機会を失うことがないように、多めに商品を生産する傾向があるが、最

では、株主総会で企業の社会的責任（企業の行動倫理）が問われるようになってきた。

代のライフスタイルや消費行動を変えるのは、大きな社会実験になる。いつでも食品を購入できる状

下での「食品ロス」は、かつての日本にはなかった。食品製造工程を含めて、企業が利益追求や経済

率を優先する姿勢をどう変えるか、消費者が「食品ロス」（例えば、賞味期限）をどのように考え行動する

る鍵になるのではないか。

画で、昆虫を食材として調理する場面があったが、果たして昆虫を食べることは「食品ロス」問題を解決す

。会場の皆さんに聞きたいのだが、昆虫食に抵抗はないか。

は、昆虫を食べることへの抵抗感は、食習慣との関連から容易に払拭できないと思う。昆虫食の習慣がない

べる行為が社会的な偏見につながるおそれはないか。昆虫食は、すぐには実現できないと思う。

▲中村民雄所長
した。

▲三浦寛子氏
かが、課題を解決

る方策になり得る

地域では、昆虫を

▲片貝敏雄氏
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◆今でも日本各地で、例えばイナゴの佃煮や蜂の子などが食べられている。伝統的な食文化が残っているわけで、私は、昆虫食へ

の抵抗感は事業者の努力により変えられると思う。昆虫をたんぱく源とする食事は、食糧自給率の低い日本の食糧問題を解決す

る有効な手段になる可能性がある。

◆木の実などの自然物を有効活用して無駄をなくしていく発想は、「食品ロス」の問題を解決する手段として多少の可能性がある

かもしれない。これが、映画「0円キッチン」の示唆の一つではないか。

◆規格外品の廃棄による「食品ロス」は、日本を含む現代の農業が抱えている重要な課題の一つと考えられる。

映会の参加者からは、大変に興味深い取り組みで「食品ロス」について考えるきっかけになった、等の意見が複数寄せられ、大好

評の映画上映会となりました。



学際連携

比較法研究所では、法律学以外の学問分野との学術的な交流の推進、法学部・法研と法務研との連携、および他の

附置研究所や外部機関との連携の強化に取り組んでいます。

ここでは、2019 年度に行った活動の中から学際的公開講演会とテーマセミナーについてご紹介します。

１．学際的なイベント、公開講演会等の開催

2017 年度から毎年開催してきた映画上映会は、2019 年度は『映画「０円キッチン」

をみて食品ロス問題を考える』および、『「映画 RBG－日米の社会における最高裁の

役割を考える」－最高裁は社会を変えるか？アメリカ最高裁女性判事 RBG（ギンズ

バーグ）の闘い－』を開催しました。

映画「０円キッチン」上映会では、映画で主演者が欧州各地（オーストリア、ド

庭の

れま

でき

ま

向け

案を

など

２．テ

2

ミナ

2

202

るこ
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と動

禁止
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イツ、オランダ、ベルギーなど）を訪れ、各地の「食品ロス」に対する取り組み（家

冷蔵庫に残る食材の調理、都会の野草採取、昆虫食、食堂の未調理食材の再利用など）を体験する様子が描か

したが、上映後には、農林水産省の職員から食品ロスに向けた取り組みが紹介され、食品ロス問題で私たちに

ることは何か、について活発な議論が展開されました。

た、映画「RGB」上映会では、アメリカ連邦最高裁の女性判事ルース・ベーダー・ギンズバーグの性差別解消に

た生涯、弁護士そして判事としての毅然とした行動を描いたドキュメンタリー映画「RBG」と差別関連の訴訟事

題材に、日米の最高裁の判事の選任、構成（党派的構成）、反対意見の役割、世論・民主的熟議と最高裁の関係

を比較して討論しました。参加した学生からは次々と意見が出され、大いに議論が盛り上がりました。

ーマセミナーの開催

017 年度より、毎年、現代の最先端問題の中からテーマを選び比較法的に検討する学問的企画として、テーマセ

ーを開始しました。

017 年度の「北欧と法」、2018 年度の「Fintech」に続き、2019 年度は、9月にラグビーワールドカップ、そして

0年には東京 2020 オリンピック・パラリンピック大会と、日本国内で国際的なスポーツ大会が相次いで開催され

とから、法学部横川敏夫記念公開講座との共催で「スポーツと法」（全６回）を開催しました。テーマとして、

ーツ事故における責任と予防（第１回）、スポーツ仲裁の現状と課題（第２回）、EU におけるスポーツ法の発展

向（第３回）、スポーツにおけるハラスメント・体罰・暴力の撲滅（第４回）、スポーツビジネスの規制と独占

法（第５回）、アンチドーピング体制の整備と課題（第６回）を取り上げました。

▲ 第 1回 「スポーツ事故における責任と予防」

（2019. 6. 1）

▲ 第 3回「EU におけるスポーツ法の発展と動向」

（2019. 6.15）

映画「０円キッチン」より
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運営体制（2019 年度）

所長 幹事

中村 民雄（法学学術院教授） 黒沼 悦郎（法学学術院教授）

管理委員

青木 則幸 石田 京子
岩原 紳作
（2019 年 10 月～）

江泉 芳信 大木 正俊

大塚 直 岡田 正則 小川 佳樹
尾崎 安央
（〜2019 年 9 月）

鎌野 邦樹

河野 真理子 菊池 馨実 北川 佳世子 久保田 隆 黒沼 悦郎

後藤 巻則 小西 暁和 清水 章雄 白石 大 須網 隆夫

菅原 郁夫 髙田 昌宏 田村 達久 田山 聡美 勅使川原 和彦

中村 民雄 箱井 崇史 寺崎 嘉博 橋本 有生 長谷部 恭男

文 元春 本間 靖規 松澤 伸 松村 和 山口 斉昭

渡辺 徹也

（五十音順）
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構成員（2020 年 3 月 1 日現在）

兼任研究所員

※所属、氏名、専門の順に記載

（憲法・行政法） （商法）
法学学術院 江原 勝行 憲法 高等研究所 石川 真衣 会社法

教育・総合科学学術院 遠藤 美奈 憲法 法学学術院 岩原 紳作 商法

法学学術院 岡田 正則 行政法 法学学術院 大塚 英明 商法

法学学術院 金澤 孝 憲法 法学学術院 尾崎 安央 商法

政治経済学術院 川岸 令和 憲法 社会科学総合学術院 川島 いづみ 商法

社会科学総合学術院 黒川 哲志 行政法、環境法 法学学術院 黒沼 悦郎 商法

法学学術院 首藤 重幸 行政法、租税法 商学学術院 柴崎 暁 商法

法学学術院 田村 達久 行政法 法学学術院 鳥山 恭一 商法

法学学術院 中島 徹 憲法 商学学術院 中村 信男 商法

法学学術院 長谷部 恭男 憲法 法学学術院 箱井 崇史 商法

法学学術院 波多江 悟史 憲法 法学学術院 福島 洋尚 商法・会社法

法学学術院 人見 剛 行政法 法学学術院 若林 泰伸 商法

法学学術院 水島 朝穂 憲法 商学学術院 和田 宗久 会社法

法学学術院 水野 泰孝 行政法 法学学術院 渡辺 宏之 商法

法学学術院 渡辺 徹也 租税法

（民法） （刑事法）
法学学術院 青木 則幸 民法 法学学術院 芥川 正洋 刑法

法学学術院 秋山 靖浩 民法 法学学術院 石川 正興 刑事政策

法学学術院 磯村 保 民法 法学学術院 遠藤 聡太 刑法

法学学術院 岩志 和一郎 民法 法学学術院 小川 佳樹 刑事訴訟法

法学学術院 大澤 慎太郎 民法 法学学術院 甲斐 克則 刑法

法学学術院 大場 浩之 民法 法学学術院 菊地 一樹 刑法

法学学術院 鎌野 邦樹 民法 法学学術院 北川 佳世子 刑法

教育・総合科学学術院 北山 雅昭 民法 法学学術院 小西 暁和 刑事政策

法学学術院 喜友名 菜織 家族法 法学学術院 酒巻 匡 刑事訴訟法

法学学術院 後藤 巻則 民法 法学学術院 杉本 一敏 刑法

法学学術院 三枝 健治 民法 法学学術院 高橋 則夫 刑法

法学学術院 白石 大 民法 法学学術院 田山 聡美 刑法

法学学術院 棚村 政行 民法 法学学術院 寺崎 嘉博 刑事訴訟法

法学学術院 中田 裕康 民法 社会科学総合学術院 仲道 祐樹 刑法

法学学術院 橋本 有生 民法 法学学術院 稗田 雅洋 刑事訴訟法

法学学術院 山口 斉昭 民法、医事法 法学学術院 松澤 伸 刑法

法学学術院 山城 一真 民法 法学学術院 松原 芳博 刑法

法学学術院 山野目 章夫 民法

社会科学総合学術院 吉田 和夫 民法

（労働法・社会保障法）
法学学術院 大木 正俊 労働法

法学学術院 菊池 馨実 社会保障法

法学学術院 島田 陽一 労働法

社会科学総合学術院 鈴木 俊晴 労働法

法学学術院 竹内 寿 労働法

https://researchers.waseda.jp/profile/ja.89ca03c6f6d692a43fd0e321626d9b6e.html
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※所属、氏名、専門の順に記載

（民事手続法） （基礎法）
法学学術院 内田 義厚 民事訴訟法 法学学術院 石田 京子 法社会学・法曹倫理

法学学術院 加藤 哲夫 民事手続法 商学学術院 宇野 和夫 社会学

法学学術院 菅原 郁夫 民事訴訟法 法学学術院 大橋 麻也 フランス法

法学学術院 高田 昌宏 民事訴訟法 法学学術院 小田 博 ロシア法

法学学術院 勅使川原 和彦 民事訴訟法 法学学術院 郭 舜 法哲学

法学学術院 中本 香織 民事訴訟法 法学学術院 楜澤 能生 法社会学・農業法

法学学術院 本間 靖規 民事手続法 社会科学総合学術院 多賀 秀敏 国際関係論

法学学術院 松村 和德 民事訴訟法 法学学術院 中村 民雄 英米法

法学学術院 山本 研 民事手続法 法学学術院 原田 俊彦 ローマ法

法学学術院 文 元春 中国法

（国際関係法） 法学学術院 宮川 成雄 英米法

法学学術院 江泉 芳信 国際私法・国際取引法 社会科学総合学術院 横野 恵 医事法、生命倫理

法学学術院 河野 真理子 国際法 法学学術院 和田 仁孝 法社会学、紛争処理法

法学学術院 久保田 隆 国際金融法 法学学術院 和仁 かや 法制史

法学学術院 清水 章雄 国際法

法学学術院 須網 隆夫 ＥＵ法 （先端・展開）
法学学術院 種村 佑介 国際私法 法学学術院 上野 達弘 知的財産法

法学学術院 道垣内 正人 国際私法 法学学術院 大塚 直 民法・環境法

法学学術院 萬歳 寛之 国際法 法学学術院 岡田 外司博 経済法

法学学術院 古谷 修一 国際法 法学学術院 末宗 達行 知的財産権法

法学学術院 高林 龍 知的所有権

（実務系） 法学学術院 土田 和博 経済法

法学学術院 小林 譲二 労働法 法学学術院 ﾗｰﾃﾞﾏｯﾊ ｸﾘｽﾄﾌ 知的財産権法

法学学術院 田中 昌利 民事訴訟法

法学学術院 吉田 秀康 刑事訴訟法 （その他）
商学学術院 岩村 充 金融論

政治経済学術院 仲内 英三 西洋政治史

http://researchers.waseda.jp/profile/ja.ecbd5ae3098aa1ae69dc420a7d67a96c.html
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招聘研究員

外国民事訴訟法研究

立教大学大学院法務研究科 安達 栄司

立命館大学法学部 川中 啓由

福島大学行政政策学類法学系 金 炳学

明治学院大学法学部 近藤 隆司

東洋大学法科大学院 坂本 恵三

法政大学法学部教授 杉本 和士

流通経済大学法学部 田㞍 泰之 

首都大学東京都市教養学部法学系 棚橋 洋平

明治大学法科大学院 中山 幸二

大阪市立大学社会科学系研究院創造都市研究科 久末 弥生

名城大学法学部 柳沢 雄二

21 世紀憲法変動の下での公法学の規範力

立正大学法学部・大学院法学研究科 李 斗領

富山国際大学子ども育成学部 彼谷 環

弘前大学人文社会科学部 河合 正雄

南京航空航天大学人文與社会科学学院 洪 驥

東京学芸大学教育学部 斎藤 一久

福岡大学法学部 實原 隆志

東京大学大学院総合文化研究科 ジロドウ イザベル

拓殖大学政経学部 高橋 雅人

岩手県立大学総合政策学部 千國 亮介

神奈川大学大学院法務研究科 根森 健

立正大学法学部 春山 習

大東文化大学法学部教授 藤井 康博

駒澤大学法学部 三宅 雄彦

杏林大学総合政策学部 劉 迪

データベース作成を目的としたフランス法全般の最新動向の分析

聖学院大学政治経済学部 石川 裕一郎

大分大学経済学部 小山 敬晴

白鷗大学法学部 白石 智則

立正大学法学部 馬場 里美

筑波大学ビジネス科学研究科 日野 辰哉

国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討

青山学院大学法学部 伊藤 敬也

慶北科学大学 金 知萬

青山学院大学大学院法務研究科 浜辺 陽一郎

アメリカ最高裁判所の研究

関東学院大学法学部 原口 佳誠

ブリティッシュ・コロンビア大学法学部 松井 茂記

関東学院大学法学部 吉田 仁美

英米刑事法研究

流通経済大学法学部 芥川 正洋

明治大学法学部 内田 幸隆

島根大学法文学部 大庭 沙織

専修大学大学院法務研究科 加藤 克佳

名古屋大学大学院法学研究科 小島 淳

同志社大学大学院司法研究科 洲見 光男

名城大学法学部 滝谷 英幸

岡山大学大学院社会文化科学研究科 原田 和往

東洋大学法学部 松田 正照

筑波大学ビジネスサイエンス系 渡邊 卓也
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アジア公法学の比較研究

青山学院大学法学部 奥田 喜道

中国華東政法大学法律学院 江 利紅

東京大学大学院法学政治学研究科 宍戸 常寿

名古屋経済大学法学部 水島 玲央

日本学術振興会 森口 千弘

英米少年法研究

国士舘大学法学部 宍倉 悠太

国士舘大学法学部 辰野 文理

熊本大学大学院人文社会科学研究部 内藤 大海

国士舘大学法学部 吉開 多一

経済行政法理論の比較法的研究

南京財経大学法学院 王 樹良

金沢大学人間社会研究域法学系 長内 祐樹

愛媛大学法文学部 権 奇法

名古屋大学大学院法学研究科 下山 憲治

愛知学院大学法学部 杉原 丈史

駒澤大学法科大学院 趙 元済

東洋大学法科大学院 寺 洋平

名古屋学院大学法学部 坂東 洋行

金沢大学人間社会研究域法学系 平川 英子

青山学院大学法学部 府川 繭子

大東文化大学法学部 森 稔樹

平成国際大学法学部 山田 真一郎

桃山学院大学経営学部・大学院経営学研究科 山本 順一

華東政法大学 楊 官鵬

中国裁判事例研究

亜細亜大学法学部 夏 雨

早稲田大学法学研究科 國谷 知史

北陸大学経済経営学部 胡 光輝

東日本国際大学経済経営学部 孔 暁鑫 

武漢大学法学院 熊 琦

一橋大学大学院法学研究科 伹見 亮

拓殖大学政経学部 長 友昭

香港中文大学法学院 ツァン キンフォン

愛知大学大学院法務研究科 松井 直之

早稲田大学国際教養学部 御手洗 大輔

中国社会科学院法学研究所 呂 艶濱

医事法の総合的研究

香川大学法学部 天田 悠

国立がん研究センター社会と健康研究センター 一家 綱邦

九州大学病院 ARO 次世代医療センター 河原 直人

北海学園大学法学部 千葉 華月

芝浦工業大学工学部 本田 まり

東洋大学法学部 武藤 眞朗

イギリス最高裁判所研究

東京大学大学院法学政治学研究科 浅香 吉幹

東北大学法学研究科 北島 周作

帝塚山大学法学部 佐野 隆

宮城教育大学教育学部 高橋 脩一

立教大学法学部 溜箭 将之
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EU 法最新動向研究

亜細亜大学法学部 上田 廣美

獨協大学法学部 大藤 紀子

専修大学法学部 小場瀬 琢磨

日本女子大学家政学部 黒岩 容子

大阪大学大学院国際公共政策研究科 西連寺 隆行

桜美林大学大学院国際学研究科 佐藤 以久子

東洋大学法学部 多田 英明

京都大学法科大学院 中西 康

学習院大学法学部 橋本 陽子

北欧法制の研究

国立国会図書館 今井 康介

高崎経済大学経済学部 尾形 祥

筑波大学人文社会系 木崎 峻輔

愛媛大学法文学部 田川 靖紘

埼玉大学経済学部 松本 圭史

埼玉工業大学人間社会科学部 李 艶紅

「持続可能社会」法学

専修大学法学部 飯 考行

高岡法科大学法学部 上地 一郎

高知大学教育研究部人文社会科学系 緒方 賢一

常葉大学法学部 小川 祐之

株式会社農林中金総合研究所 亀岡 鉱平

中部大学経営情報学部 久米 一世

独立行政法人国際協力機構 桑原 尚子

富山大学人間発達科学部 高橋 満彦

人口減少社会における社会法学の総合的研究

宮崎産業経営大学法学部 古賀 修平

華東政法大学 鄒 庭雲

四天王寺大学経営学部 常森 裕介

独立行政法人労働政策研究・研修機構 内藤 忍

北星学園大学社会福祉学部 林 健太郎

独立行政法人労働政策研究・研修機構 細川 良

AI（人工知能）と法

国際法の分断化の研究

学習院女子大学国際文化交流学部 小中 さつき

北海道大学大学院法学研究科 児矢野 マリ

学習院女子大学国際文化交流学部 櫻井 大三

青山学院大学法学部 申 惠丰 

横浜市立大学国際総合科学部 瀬田 真

愛知学院大学法学部 尋木 真也

明治学院大学法学部 鶴田 順

立正大学法学部 永田 高英

上智大学法学部 廣見 正行

名古屋学院大学法学部 皆川 誠

國學院大学法学部 宮内 靖彦

不法行為法改正に向けた基礎的考察

東洋大学法学部 大坂 恵里

東北大学大学院法学研究科 中原 太郎

京都大学大学院法学研究科 橋本 佳幸

愛知学院大学法学部 前田 太朗
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権利救済法システムの比較研究

嘉悦大学ビジネス創造学 石川 光晴

日本大学法学部 小田 司

横浜国立大学大学院国際社会科学研究院 西川 佳代

名古屋大学大学院法学研究科 村上 正子

日本大学法学部 吉田 純平

環境基本法の改正に向けての問題点の整理および検討

名古屋大学大学院環境学研究科 赤渕 芳宏

横浜国立大学大学院環境情報研究院 及川 敬貴

大妻女子大学社会情報学部 木村 ひとみ

上智大学法学部 桑原 勇進

都留文科大学教養学部地域社会学科 小島 恵

神戸大学法学部 島村 健

明治学院大学法学部 鶴田 順

国際農林業協働協会 藤岡 典夫

首都大学東京都市環境学部 二見 絵里子
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